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第 6期障害福祉計画・第 2期障害児福祉計画 

活動指標の追加 

 

 

 

第 3章  計画の内容（各サービスの見込み量等） 
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障害福祉サービス開始までの流れ 

 

 

※介護保険と重複するサービスは、原則介護保険の利用が優先されるため、65歳以上の方、

40～64歳で特定疾病に該当する方は、介護保険の認定申請も必要となります。 

  

相談支援事業所（サービス等利用計画作成、聞き取り、相談） 

区分一次判定（市） 

区分二次判定（審査会） 

区分決定（本人通知） 

相談支援利用申請 （白井市役所 障害福祉課） 

 

※ サービス利用申請（白井市役所 障害福祉課） 

 

状況把握 聞き取り （白井市役所 障害福祉課） 

 

支給決定 （白井市役所 障害福祉課） 

 

支給決定通知書、受給者証送付（本人通知） 

 

契約（サービス利用事業所） 

個別支援計画作成（サービス利用事業所） 

 

サービス利用開始 
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7 発達障害者等に対する支援 

（1）ペアレントトレーニング、プログラム 

ペアレント・サポート・ワークショップ（いわゆるペアレント・トレーニング）とは、家

庭でのお子さんへの関わり方などについて保護者と支援者が一緒に考えることで、発達が

気になる子どもの子育てをサポートするプログラムです。 

本計画の見込み 

区 分 
令和 3年度 

(見込) 

令和 4年度 

(見込) 

令和 5年度 

(見込) 

ペアレントトレ

ーニングやペア

レントプログラ

ム等の受講者数 

1 1 10 

 

（2）ペアレントメンター 

メンターとは、信頼できる相談相手という意味です。ペアレント・メンターは、発達障害

のあるお子さんの保護者が子育ての経験を生かして、発達障害の診断を受けたばかりの子

どもの保護者や、様々な子育ての疑問を持つ保護者に対し、先輩保護者の立場でお話を伺

います。 

本計画の見込み 

区 分 
令和 3年度 

(見込) 

令和 4年度 

(見込) 

令和 5年度 

(見込) 

ペアレントメン

ターの人数 

1 1 1 
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（3）ピアサポート 

障害のある人自身が、自らの体験に基づいて、他の障害のある人の相談相手となったり、

同じ仲間として社会参加や地域での交流、問題の解決等を支援したりする活動のことを「ピ

アサポート」といいます。 

本計画の見込み 

区 分 
令和 3年度 

(見込) 

令和 4年度 

(見込) 

令和 5年度 

(見込) 

ピアサポートの

活動への参加人

数 

1 1 1 

 

【見込み量の確保のための方策等】 

サービスの内容等について、情報の把握と利用者への周知に努めるとともに、ペアレ

ントメンターの登録、フォローアップ研修の案内、ペアレントプログラムの開催、ピア

サポート等の交流の場の周知を発達障害者支援センター（CAS）等の関係機関と連携し進

めます。 
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8 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

本計画の見込み 

 

本計画の見込み 

区 分 
令和 3年度 

(見込) 

令和 4年度 

(見込) 

令和 5年度 

(見込) 

保健、医療、福

祉関係者による

協議の場の開催

回数 

1 1 1 

保健、医療、福

祉関係者による

協議の場におけ

る目標設定及び

評価の実施回数 

0 0 1 

 

  

区 分 
令和3年度 

(見込) 

令和4年度 

(見込) 

令和5年度 

(見込) 

精神障害者の自立生活援助 人数 

(人/月) 
1 1 1 

精神障害者の共同生活援助（グループホ

ーム） 

人数 

(人/月) 
20 23 26 

地域相談支援 
精神障害者の地域移行支援 

人数 

(人/月) 
0.5 0.5 0.5 

精神障害者の地域定着支援 
人数 

(人/月) 
0.5 0.5 0.5 
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保健、医療（精神科、精神科以外の医療機関別）、福祉、介護、当事者、家族等の関係者ご

との参加者 

本計画の見込み 

区 分 
単位 

令和 3年度 

(見込) 

令和 4年度 

(見込) 

令和 5年度 

(見込) 

保健 

人数 

(人/年) 

1 1 1 

医療（精神科） 0 0 1 

医療（精神科以外） 0 0 1 

福祉 8 8 8 

介護 1 1 1 

当事者 0 0 1 

家族等 1 1 1 

 

【見込み量の確保のための方策等】 

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を進め、情報の把握と利用者への

周知に努めるとともに、関係機関との調整・連携等を行い、必要なサービス量の確保を

図ります。 
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9 相談支援体制の充実・強化等 

本計画の見込み 

区 分 
令和 3年度 

(見込) 

令和 4年度 

(見込) 

令和 5年度 

(見込) 

総合的・専門的

な相談支援の実

施の有無 

有 有 有 

地域の相談支援

事業者に対する

訪問等による専

門的な指導・助

言件数 

0 0 0 

地域の相談支援

事業者の人材育

成の支援件数 

1 1 1 

地域の相談機関

との連携強化の

取組の実施回数 

2 2 2 

  

地域生活支援拠点等の設置個所数と地域生活支援拠点等における機能の充実に向けた検

証及び検討の実施回数 

本計画の見込み 

区 分 
令和 3年度 

(見込) 

令和 4年度 

(見込) 

令和 5年度 

(見込) 

設置数 1 1 1 

検証回数 1 1 1 

 

【見込み量の確保のための方策等】 

基幹相談支援の役割を果たす体制整備に努め、地域の相談支援の強化を図ります。また、

地域生活支援拠点等の充実を図るために、検証及び検討の実施を行う体制づくりを関係機

関と調整しながら構築いたします。 
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10 障害福祉サービス等の質の向上を図るための取組に係る体制の構築 

本計画の見込み 

区 分 
令和 3年度 

(見込) 

令和 4年度 

(見込) 

令和 5年度 

(見込) 

都道府県が実施

する障害福祉サ

ービス等に係る

研修の参加や都

道府県が市職員

に対して実施す

る研修の参加人

数 

4 4 4 

障害者自立支援

審査支払システ

ム等での審査結

果を分析してそ

の 結 果 を 活 用

し、事業所や関

係自治体等と共

有する体制の有

無及びそれに基

づく実施回数 

0 0 1 

【見込み量の確保のための方策等】 

市のサービスに対する需要の把握、分析に努め、関係機関との調整・連携等を進め、

障害福祉サービス等の質の向上を図るため、情報収集を行い、積極的に研修等に参加を

促します。 
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◇「見込み量」・「実施見込み」一覧 

 

 

■発達障害者等に対する支援 

区分 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

ペアレントトレーニング・プログ
ラム受講者数 

1人 1人 10人 

ペアレントメンターの人数 1人 1人 1人 

ピアサポートの活動への参加人数 1人 1人 1人 

 

■精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

区分 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

保健、医療、福祉関係者による協

議の場の開催回数 

1回 1回 1回 

保健、医療、福祉関係者による協

議の場における目標設定及び評価

の実施回数 

0回 0回 1回 

保健、医療（精

神科、精神科

以外の医療機

関別）、福祉、

介護、当事者、

家族等の関係

者ごとの参加

者 

保健 1人 1人 1人 

医療（精神科） 0人 0人 1人 

医療（精神科以外） 0人 0人 1人 

福祉 8人 8人 8人 

介護 1人 1人 1人 

当事者 0人 0人 1人 

家族等 
1人 1人 1人 
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■相談支援体制の充実・強化等 

区分 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

総合的・専門的な相談支援の実施

の有無 
有 有 有 

地域の相談支援事業者に対する

訪問等による専門的な指導・助言

件数 

0件 0件 0件 

地域の相談支援事業者の人材育

成の支援件数 
1件 1件 1件 

地域の相談機関との連携強化の

取組の実施回数 
2回 2回 2回 

 

■障害福祉サービス等の質の向上を図るための取組に係る体制の構築 

区分 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

都道府県が実施する障害福祉サ

ービス等に係る研修の参加や都

道府県が市職員に対して実施す

る研修の参加人数 

4人 4人 4人 

障害者自立支援審査支払システ

ム等での審査結果を分析してそ

の結果を活用し、事業所や関係自

治体等と共有する体制の有無及

びそれに基づく実施回数 

0回 0回 1回 

 


